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                                    【司法制度改革推進本部】 

①分   野  法務関係 ②意見･要望提出者 ＥＵ、カナダ政府 

③項 目 外国法事務弁護士と弁護士との提携 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

外国法事務弁護士と弁護士との提携に係る制限を撤廃する。 

 

 

 

 

⑤関 係 法 令 外国弁護士による法律事務の取扱いに関す

る特別措置法４９条～４９条の４ 

⑥共 管 法令の所管は法務省 

⑦制度の概要  

 

 

 

 

 

一定の渉外的要素を有する法律事務に関しては、外国法事務弁護士と我が国の弁護士がそれぞれの職

務範囲において包括的・総合的な協力関係に基づく法律サービスを最終的な解決に至るまで、すなわ

ち訴訟事務、行政手続等に至るまで一貫して提供し得るような制度とされている。 

（平成１０年８月改正法施行） 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

日本法及び外国法を含む包括的、総合的な法律サービスを国民・企業が受け得る環境を整備する観点

から、外国法事務弁護士と弁護士による包括的・総合的な協力関係に基づく法律サービスがあらゆる

事案について提供できるよう、司法制度改革審議会意見書をも踏まえて、特定共同事業の目的に関す

る規制を見直すなど所要の措置を講ずる。 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  ■ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：３月上旬        ）    

（説明）  

 司法制度改革推進計画（平成１４年３月１９日閣議決定）に従って、外国法事務弁護士についての弁護士の雇用及

び弁護士との共同事業等に関する規制の緩和等を内容とする所要の法案を平成１５年通常国会に提出する予定であ

る。 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 司法制度改革推進本部事務局 
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                                    【司法制度改革推進本部】 

①分    野  法務 ②意見･要望提出者 自由人権協会 

③項 目  隣接法律専門職種への訴訟代理権の付与 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

隣接法律専門職種に訴訟代理権を付与する場合は、弁護士倫理と同程度の法曹倫理を担保できるよう

な措置をとるべきである。 

 

 

 

⑤関 係 法 令 司法書士法、弁理士法 ⑥共 管 法務省、経済産業省 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

司法書士は裁判所等に提出する書類の作成等、弁理士は特許等に関する事項について補佐人として裁

判所に出頭し、陳述・尋問をすること等を業務としている。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

  

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

  ■ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  ■ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施時期：     ）    

（説明）  

 隣接法律専門職種に対する訴訟代理権の付与については、司法制度改革審議会意見（平成１３年６月１２日）を踏

まえ、司法書士について研修等の能力担保措置を前提に、簡易裁判所の事件に関し訴訟代理等を行うことを可能とす

る司法書士法等の一部改正法及び弁理士について研修等の能力担保措置を前提に、特許権等の侵害訴訟での代理を行

うこと等を内容とする弁理士法の一部改正法が第１５４回国会において成立した。 

 研修科目等の詳細は所管省庁で検討中であるが、訴訟代理を行うために必要とされる職業倫理に係る研修も含まれ

る予定（一部措置済み）。 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名  司法制度改革推進本部事務局 
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                                     【司法制度改革推進本部】 

①分    野  法務 ②意見･要望提出者 司法改革フォーラム 

③項 目  新司法試験における予備試験ルートの並立 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

いわゆるロースクール修了者のみならず、予備的な試験に合格した者も新司法試験を受験できると

すべきである。 

 

 

 

⑤関 係 法 令 司法試験法 ⑥共 管 法務省 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

司法制度改革推進計画（平成１４年３月１９日閣議決定）においては、「法科大学院の教育内容を踏

まえた新たな司法試験を法科大学院の最初の修了者を対象とする試験から実施することとし（ただ

し、新司法試験実施後も５年間程度は併行して現行司法試験を引き続き実施するとともに、経済的事

情や既に実社会で十分な経験を積んでいるなどの理由により法科大学院を経由しない者にも法曹資

格取得のための適切な途を確保することとする。）、所要の法案を提出するなど所要の措置を講ずる

（法案提出につき平成１４年末までを予定）。」としている。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

「該当なし」 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

  ■ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明） 司法試験は、法科大学院課程の修了者及び司法試験予備試験の合格者が受けることができるものとする 

    などを内容とする司法試験法改正案を国会に提出し、昨年１１月に成立した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名  司法制度改革推進本部事務局 
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                                     【司法制度改革推進本部】 

①分    野  法務 ②意見･要望提出者  大阪弁護士会 

③項 目  弁護士法７２条の改正について 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

職務の独立性と自治権を有する弁護士が国民の権利・利益の擁護を担うという弁護士法７２条の立

法趣旨は堅持されるべきであり、弁護士法第７２条について、「仲裁」を削除し、あるいはただし書

を「この法律及び他の法律に別段の定めがある場合はこの限りでない」と改正することについては、

反対である。 

 

 

 

⑤関 係 法 令  弁護士法第７２条 ⑥共 管  

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

弁護士法において、弁護士でない者が、報酬を得る目的をもって、法律事件に関する法律事務を行

うことを業とすることを禁止している（罰則あり）。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

 弁護士法第 72 条について、少なくとも、規制対象となる範囲・態様に関する予測可能性を確保す

るため、隣接法律専門職種の業務内容や会社形態の多様化などの変化に対応する見地からの企業法務

等との関係も含め、その規制内容を何らかの形で明確化すべきである。 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明）  

司法書士法等、弁護士法以外の隣接法律専門職種関連法において、弁護士法第７２条の例外が定められている旨を

明確化するため、同条ただし書を改正することを予定しているが、規制対象となる範囲・態様に関する予測可能性を

確保するためのものであり、弁護士法第７２条の立法趣旨を変更するものではない。  

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名  司法制度改革推進本部事務局 
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                                    【司法制度改革推進本部】 

①分    野  法務 ②意見･要望提出者  東京リーガルマインド 

③項 目  弁護士法第７２条の改正について 

④意見・要望等

の内容 

 

 

弁護士法第７２条を改正し、「弁護士でない者は、報酬を得る目的で訴訟事件を取り扱うことができ

ない。但し、関係会社の法律事務を取り扱う場合、又はこの法律及び他の法律に別段の定めがある場

合は、この限りでない。」とすべきである。 

 

⑤関 係 法 令  弁護士法第７２条 ⑥共 管  

⑦制度の概要 

 

 

 弁護士法において、弁護士でない者が、報酬を得る目的をもって、法律事件に関する法律事務を行

うことを業とすることを禁止している（罰則あり）。 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 弁護士法第 72 条について、少なくとも、規制対象となる範囲・態様に関する予測可能性を確保す

るため、隣接法律専門職種の業務内容や会社形態の多様化などの変化に対応する見地からの企業法務

等との関係も含め、その規制内容を何らかの形で明確化すべきである。 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明）  

弁 護 士 法 第 ７ ２ 条 は 、 最 高 裁 大 法 廷 判 決 を 始 め と す る 累 次 の 判 例 に お い て 示 さ れ て い る よ う に、

弁 護 士 で な い 者 が 、自 ら の 利 益 の た め 、み だ り に 他 人 の 法 律 事 件 に 介 入 す る こ と を 業 と す る と 、当

事 者 そ の 他 関 係 人 ら の 利 益 を そ こ ね 、法 律 生 活 の 構 成 円 滑 な 営 み を 妨 げ 、ひ い て は 法 律 秩 序 を 害 す

る こ と と な る こ と か ら 、こ れ を 禁 止 す る た め に 設 け ら れ た も の で あ り 、今 日 に お い て も 合 理 性 、必

要 性 を 有 す る 規 定 と 考 え て い る 。  

し た が っ て、弁 護 士 で な い 者 が 報 酬 を 得 て 訴 訟 事 件 以 外 の 法 律 事 件 を 取 り 扱 う こ と を 業 と す る こ

と を 許 容 す る こ と は 適 当 で な い 。  

な お 、司 法 書 士 法 等 、弁 護 士 法 以 外 の 隣 接 法 律 専 門 職 種 関 連 法 に お い て 、弁 護 士 法 第 ７ ２ 条 の 例

外 が 定 め ら れ て い る 旨 を 明 確 化 す る た め、同 条 た だ し 書 を 改 正 す る た め の 法 案 を 平 成 １ ５ 年 通 常 国

会 に 提 出 す る こ と を 予 定 し て い る 。  

ま た 、会 社 が グ ル ー プ 内 の 他 の 会 社 の 法 律 事 務 を 扱 う こ と に つ い て は 、司 法 制 度 改 革 推 進 計 画 に

「 会 社 形 態 の 多 様 化 な ど の 変 化 に 対 応 す る 見 地 か ら の 企 業 法 務 等 と の 関 係 も 含 め 検 討 」 と し て お

り 、 こ の 計 画 に し た が っ て 、 検 討 を 進 め て い る と こ ろ で あ る 。  

 

 

⑩担当局課室等名  司法制度改革推進本部事務局 
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                                   【司法制度改革推進本部】 

①分    野  法務 ②意見･要望提出者  東京リーガルマインド 

③項 目  弁護士法第３０条３項の改正について 

④意見・要望等

の内容 

 

弁護士法第３０条３項を改正し、弁護士が営業等に従事することを自由化すべきである。その際、営

業等の届出制も不要とし、弁護士の営業活動等を完全に自由化すべきである。 

 

⑤関 係 法 令  弁護士法第３０条第３項 ⑥共 管  

⑦制度の概要 

 

 

 弁護士法において、弁護士が営業等に従事する場合には、所属弁護士会の許可を得なければならな

いとされている。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 弁護士は、公職への就任が制限され、営利企業に所属する場合には所属弁護士会の許可を必要とさ

れているが、弁護士の活動領域の拡大を進める見地から、司法制度改革審議会意見書を踏まえて、こ

れらの公務就任の制限等を届出制移行により自由化する方向で必要な措置を講ずる。 

⑨対応の状況 ■ 措置済･措置予定     □ 検討中     ■ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  ■ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明）  

 弁護士が営業等に従事することに関する許可制については、弁護士の活動領域の拡大を進める見地から、届出制に

移行することにより自由化するための法案を平成１５年通常国会に提出の予定である（弁 護 士 会 が、営 業 等 に従 事

する弁 護 士 の品 位 と信 用 を保 持 するために指 導 監 督 を行 うことなどを可 能 とするため、届出制とすることが必 要

である。）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名  司法制度改革推進本部事務局 
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                                    【司法制度改革推進本部】 

①分    野  法務 ②意見･要望提出者  司法制度と弁護士制度を考える会 

③項 目  弁護士の懲戒制度 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

現行弁護士の懲戒制度について、透明性、迅速性、実効性にかけるからとして外部委員の増員や、

更なる異議申立制度である「綱紀審査会」制度の設置を求めていることは、社会的合理性も正当性も

なく、速やかに撤回されるべきである。 

 

 

⑤関 係 法 令  弁護士法第５６条等 ⑥共 管  

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

弁護士法において、弁護士の懲戒は、その弁護士の所属弁護士会が、綱紀委員会に調査をさせ、懲

戒委員会の議決に基づいて行うものとされている。弁護士会の綱紀委員会は、弁護士のみで組織され

ている。 

また、何人も弁護士会に弁護士の懲戒を求めることができ、弁護士会が懲戒しなかったときなどに

は、懲戒請求者は日本弁護士連合会に異議申出ができる制度となっている。 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

 弁護士の懲戒制度について、早期に透明化、迅速化、実効化のための所要の改善措置を講じ、当該

資格者の氏名を含めて懲戒処分の内容を官報に公表した上で、その他の媒体にも公表することなどに

ついて、日本弁護士連合会に対し措置を要請する。 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     □ 検討中     □ 措置困難    ■ その他 

  □ 措置済         □ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：          ）    

（説明）  

司法制度改革推進計画においては、「弁護士会による綱紀・懲戒手続の透明化・迅速化・実効化を図ることについ

て、日弁連における検討状況も踏まえた上で検討し、必要な法案を提出する（平成１５年通常国会を予定）。（本部）」

とされている。弁 護 士 会 の綱 紀 委 員 会 に弁 護 士 以 外 の外 部 委 員 を加 えること、懲 戒 請 求 者 が綱 紀 委 員 会 の

議 決 に対 する異 議 申 出 を日 本 弁 護 士 連 合 会 によって棄 却 ・却 下 された場 合 に､国 民 が参 加 して構 成 される機

関 に更 なる不 服 申 立 ができる制 度 を導 入 することは、綱 紀 ・懲 戒 手 続 の透 明 化 ・迅 速 化 ・実 効 化 の見 地 から必

要 である。   

 

 

 

 

⑩担当局課室等名  司法制度改革推進本部事務局 
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                                     【司法制度改革推進本部】 

①分    野 法務 ②意見･要望提出者 カナダ政府 

③項 目 司法制度改革（行政訴訟制度の見直し） 

④意見・要望等

の内容 

 

 

 

日本政府が平成１２年３月に閣議決定した「司法制度改革推進計画」をできるだけ早期に実施し、裁

判所が行政機関による決定の法的審査を行う権限を増大させることにより行政機関の説明責任の向

上を目指し、司法制度改革推進本部が「行政事件訴訟法」の見直しを迅速に進めるよう強く要請する。 

 

 

⑤関 係 法 令 行政事件訴訟法 ⑥共 管 法令の所管は法務省 

⑦制度の概要 

 

 

 

 

 

行政事件訴訟については、他の法律に特別の定めがある場合を除くほか、この法律の定めるところに

よる。行政事件訴訟に関し、この法律に定めがない事項については、民事訴訟の例による。 

（昭和３７年１０月１日施行） 

 

⑧計画等にお

ける記載の状

況 

 

 

【司法制度改革推進計画（平成１４年３月１９日閣議決定）の「Ⅱ 国民の期待に応える司法制度の

構築」、「第１ 民事司法制度の改革」、「９ 司法の行政に対するチェック機能の強化」】 

 「行政事件訴訟法の見直しを含めた行政に対する司法審査の在り方に関して、「法の支配」の基

本理念の下に、司法及び行政の役割を見据えた総合的多角的な検討を行い、遅くとも本部設置期

限までに、所要の措置を講ずる。（本部）」 

⑨対応の状況 □ 措置済･措置予定     ■ 検討中     □ 措置困難    □ その他 

  □ 措置済         ■ 措置するか否かを含めて検討中 

 

  □ 措置予定        □ 具体的措置の検討中 

（実施（予定）時期：       ）    

（説明）  

 行政訴訟制度の見直しについては、平成１４年３月１９日に閣議決定された司法制度改革推進計画に従

い、司法制度改革推進本部において開催している行政訴訟検討会における議論を通じて検討を進め、遅くと

も本部設置期限である平成１６年１１月３０日までに、所要の措置を講じる考えである。 

 

 

 

 

 

 

 

⑩担当局課室等名 司法制度改革推進本部事務局 


